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戦直後における『善後措置』の 

意図とその展開過程
-1945年 8 月後半期における陸軍の諸構想とその内政への影響-

俊傷兒

目 次  
序問題の所在
I 敗戦直後の軍需物資放出政策と治安対策

(1) 軍需物資放出の構想
( 2 ) 軍需物資放出の抑制.禁止への転換

U 治安対策の展開過程—— 陸軍の諸構想の分析を中心として
( 1 ) 「軍秩J の動揺
(2) 陸軍の諸構想とその限界
(3) 警察力強化の陸軍省構想 

m 結びにかえて

序 問 題 の 所 在

1945年 8 月14日， 日本政府はポツダム宣言の受諾を連合国に通告し，翌15日には敗北の事実を国

内に発表した。 ここに日本帝国主義は，植民地および軍* 機構を喪失して崩壊するに至った。
CD

無論この時点では，占領地には陸海軍合わせて約350万の兵力が存在し，各地で戦闘行為は継続 
( 2,)

していた。 また，直接進攻をまぬがれたため，国内には政府，行政機構，軍*機構が存在し機能し

ていた。 しかしながら， 日本政府はポツダム宣言の受諾による無条件降伏を決定したのであり，従

って14日以降，政府および統帥は，全軍の停戦と降伏，軍 の 復 員 （軍事機構解体）を， そ の 施 策 •

任務とし， また実行していったのである。 さらに，河辺使節団によって21日， マニラから持ち帰ら
(3)

れた諸文* により，連合国軍の日本進駐の日程，進駐地域および海空の武装解除， 日本側の兵力配 

備状況等についての連合国への通知等が指示され， 日本側はその実行のため，行政•軍享機構を機 

能させることになった。 日本帝国主義が一挙に瓦解していき， しかも未だ連合国による占領に移行 

し て い な いこの時期は，戦時と戦後を媒介する重要な時期である。それは日本帝国主義の崩壊状況

注 （1 ) ここでは『昭和財政史i 戦から^ まで一』（以 下 『財政史』 と略す）第 1巻 の 「総説」に拠っている（67頁 )。
( 2 ) 半藤一利「日本陸軍の降伏」『季 刊 現 代 史 . 3』1973年秋季，ま た 『占領史録』第 2 巻 （江藤淳責任編集， 請談 

社）には， この点に関わる資料力冶まれている。
( 3 ) 文» は，進駐に伴う最高司令官の要求文#  (第 1〜 4 号)，降伏調印の後公布すべき天皇の布告文， 降伏文書， 連 

合国最高司令官陸海軍一般命令第1号，の4 点である。
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力；，次の占領政策展開の前提となったからである。 ここで簡単に研究史を検討しておきたい。
(4)

松 尾 尊 兒 「旧支配体制の解体」 は，東 久 適 内 閣 （8 月17曰成立）が 「国体はサザュの殼であり，私

有財産はその中身である」 との国体観念に基づき，r国体の護持」をその使命として登場したこと，

それ故，治安対策と軍秩の維持を何よりも重視し， またそれに成功したことを明らかにしている。

しかし分析の主眼が占領期にあるため， この時期の実態にはあまり触れていない。降伏前後から

21日頃までの統帥の状況を明らかにしているのは，半 藤 一 利 「日本陸軍の降伏」である。 ことに15

日から21日までの歴史状況の再構成によって，陸軍中央の停戦命令が第一線部隊に到達するまでの

過程，中国東北や関内の戦場での状況等を知ることができる。 また，粟 屋 憲 太 郎 編 『資 料 .日 本 現

代史』 2 r敗戦直後の政治と社会①」は* 重な資料集であり，粟屋の解説とともに， この時期の実

態を我々に伝えてくれる。 この時期について集められた資料は，①治安状況，②軍需物資放出，③

軍の復員，に関するもので，時の政府が戦時にも勝る治安対策を展開する中で，放縦な軍需物資の

処分がなされつつ，戦意を失った兵士達の復員が急速に進行したことを明らかにしている。

敗戦時における政府債務や国有財産のマクロなレペルでの状況については，『昭和財政史ー終戦 
(7)

から講和まで一』 の中の9 卷 『国有財産 • 造 幣 • 印 刷 • 専売』，11卷 『政府債務』，12巻 『金融(1)』，

14卷 『保 険 ，註券』の当該個所が資料を掲載している。 また敗戦に伴う，あるいは占領への移行に

伴う制度上の変更等についても， まとまった記述を見出すことができる。政府による治安対策の展

開については，前出松尾論文も一部で触れているところであるが，获 野 富 士 夫 『特高警察体制史ー
( 8 )

社会運動抑圧取縮の構造と実態』が参照されるべきである。 同* は，特 高 警 察 の 「解体」 を扱った 

享において，敗戦後も取蹄が強化され， さらに内務省と陸海軍の協議に基づいて，警察力強化が図 

られようとしたことを明らかにしている。 しかし，軍の側で具体的にいかなる対応がなされたかに 

ついては述べていない。

以上概観したように，敗戦前後から連合国軍進駐にいたる時期における，政府の施策，軍の動向， 

国内の社会状況等の分析• 解明は極めて不充分であり，東久適内閣の施策についても，直接的な治 

安強化の他は，ほとんど触れられることがない。 し か し 日 本 政 府 は 鈴 木 内 閣 の 末 期 （8月13日〜16. 

日頃）に， 敗戦の公表に先立って敗戦後における諸施策を，政府の主導の下に決定していた。以後 

は，陸軍もその施策方針に沿って行動しなければならなかったのである。

本稿は，鈴木内閣末期の施策の政策目標と，その諸施策が東久週内閣のもとでどのように展開し 

たかを，政府と陸軍の動向を中心に検时する。その際，陸軍が基本的には政府の方針に規定されつ

「三田学会雑誌」78卷2 号 （19«5年6月）

注 〔4 ) 『岩波講座日本歴史』第22巻所収，岩波» 店，1977年。
( 5 ) 同上論文，84頁。
( 6 ) 大月書店，1980年。
( 7 ) 大蔵省財政史室編，東洋経済新報社。弓I用の各巻の発行年は次の通り。第 1巻 （前掲）. 1卯0年，第 9卷 . 1976年， 

第11卷 * 1983年，第12巻 . 1976年，第14巻。
( 8 ) せきた» 房，1984年。
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敗戦前後における『言後措置』の意図とその展開過程 

つも，政府の施策を実行する過程では，解体される軍享機構の実質的な残置を図ろうとしたことを 

明らかにする。以上を通じて， 日本政府および陸軍が，国内の統合を長期にわたって維持する展望 

を持ち得なかったことが明らかにされるであろう。

I 敗戦直後の軍需物資放出政策と治安対策

( 1 ) 軍需物資放出の構想

1945年 8 月15日の敗戦に先立って， 日本政府は敗戦後への対策を講じ始めた。 8 月14日のポツダ

ム宣言受諾通告が，同宣言は国体の変更を意味しないとの日本側における解釈のもとでなされよう
(9)

としたことが示すように， 日本政府の最大の懸案は天皇制の維持と，その前提としての国内統合の

成否であった。逆に言えば， ポツダム宣言の受諾は，それによって連合国軍の本土進攻，直接的な

権力參握を回避することを目論んだとも考えられよう。従って敗戦に先立って立てられた様々な施

策も，その狙いは国内統合をいかに維持するかであった。

8 月14日に閣議決定された「軍需用保有物資資材ノ緊急処分/ }?」 もまた，国内統合の実現を目

的とした政策であった。決 定 は 「陸海軍ハ速力ニ国民生活安定ノ為二寄与シ民心ヲ把握シ，以テ積
(11)

極的ニ軍民離間ノ間隙ヲ防止スル為メ軍保有資材及物資等ニ付隠密裡ニ緊急処分方措置ス」 と述べ

て，国民の経済生活を安定させるため， また軍と国民の対立を未然に防止するため，軍需物資の処

分を実施するよう指示した。 この時点では占領への日程等は， 日本政府には一切不明であったが，

r隠密裡ニ緊急処分」するとしたのが，連合国軍の占領を考慮しての指示であることは勿論である。

連合国軍が国内に進駐する以前に，軍需物資を処分してしまおうという構想は，元来軍側から出 
(12)

たことだとされている。それはまず利敵行為を防止することを意図したものであった。「軍 需 品 及

注 （9 ) 荒井信一「教科書検定と無条件降伏論争」C『歴史学研究』No. 531) を参照のことく
( 1 0 ) 前掲粟屋編著，107買。閣議決定中の「例示」の部分を次に示す。

8 月14日，閣請決定IT例示』の内容

(一） 「軍管理工場及監督工場管理ヲ直チニ解除ス此ノ場合製品，半製品及原材料ノ保管ハ差当り生産者ニー 
住ス」

(ニ） 「軍ノ保有スル兵器以外ノ衣糧品及其ノ材料，医薬品及其ノ材料，木材，通信施設及材料，自動車（部品ヲ 
含ム），船舶及燃料等ヲ関係庁又ハ公共団体ニ引渡ス」

(三） 「軍作業庁ノ民需生産設備タリ得ルモノハ，之ヲ適宣運輪省関係ノエ機工場其ノ他民間工場ニ転換ス」

(四） 「食 糧 （砂糖ヲ含ム） ヲ原材料トスル燃料生産ヲ即時停止ス」
(五） 「軍需生産ハ之ヲ直チニ停止シエ場所有ノ原材料ヲ以チ民需物資ノ生産ニ当ラシム」

(『資料，ヨ本現代史』 2 巻，粟屋編，1980年，107頁） 
( n ) 同上資料，107頁。 ■ .

〔1 2 ) この点について鈴木内閣において内閣総合計画局長官の任にあった，陸軍中将池田純久は次のように述べている。
rどうせアメリカに渡す位なら日本国民に渡したがよい。……貯蔵糧食等を国民に分配することは軍の死際のせめ 

てもの罪亡ぼしである， と考えるのは当然である。尤も無償で渡す訳には行かぬので，有償でしかも府県や或は確実 
な会社，団体を对象としようと思った。私は右の案を閣謝こ提出した。各閣僚もこれに同意し，成るべく早く出した
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軍需工業ノ緊急措置ニ関スル件達（案)」（陸軍大臣）（以 下 「件達(案）と略す）力';そ の 第1 項において， 

表 1 「件達(案)一 第 2項J

「三田学会雑誌」78卷 2 号 （1985年6月）
(13)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

「飛行機，火, を '砲摩弾'ざ き 二 破 .ぬ-> •民間輸送用等ニ充用シ得ル 

飛存機ハ之ヲ民間ニキム下クJ

(陸軍病院ハソノママ）

「特殊資材ノ;^理；〒_就チノ、機密保持上遺憾ナキヲ期スルモノトスJ 

「燃料油脂類ノ\ ^ 1̂ニ払下ケ敞乎ュ陥ル虞アルノハ之フ焼尽'スT

表2 「件達(案)一 第3項J

(1)

(2)

(3)

(4)

「軍需産業ハ® 亭止シ努メテ一般平和産業ニ転換セシムルモノトシ 

左ニ準拠スヘシ」

「兵器工業ハ努メ.チ自動車其他車輔，農機具，生活必需品等ノ製造工場ニ転 

换セシメ’ 重要兵群生産施設ニンチ転换ノ "目施ナ ネ-■メハ之フ破壊ス-■

下請工場ノ処理ニ就テモ右二準ス」

「前項措置ニ伴ヒ官有施設原材料等ハ努メテ虞範囲ニ民間二分散払下 ;̂

「民* ？ 返却ス」

「食 糧 （砂怯ヲ含ム）ヲ原料トスル燃料生産ヲ即時停止ス」

「軍需品及軍需工業ハ敵手ニ委スルニ先ンシ軍自ラ隠密裡ニ緊急処分ス」 と述べていることから， 

それは明らかであろう。

さらに，「件 達 （案)」 は 第 2 か ら第8 項のなかで敗戦に対応して陸軍がとるべき措置を具体的に 

列挙している。 まず第2 項は，その冒頭において，「軍需品，官有品ニシチ一般国民ノ使用ニ供シ

力U いという. 促もあった。そこで私の官庁から各軍や府県に通牒した」（『陸軍葬儀委員長』 日本出版協同株式会社， 
1953年，140頁 )。

ここからは，軍需物資放出の決定が利敵行為防止の観点から発想され，民間への寄与ということが副次的に考慮さ 
れてなされたこと，およびこの決定が陸軍側からなされたことがわかる。なお，放出の結果が国民生活に寄与したと 
はなし得ないことは池田も認めている（同 上 #)。

注 （1 3 ) 本資料は『大東亜戦争陸軍衛生史編纂資料』（慶應義熟大学所蔵）中 の 『言後措置ニ関スル綴』，第 3巻 『其一，要 
保存』に含まれる。本稿では本緩を，それに与えられた資料記号2 A — 3によって示す。なお，右 『編塞資料』所収 
の資料には，すべて記号が付されており，そこからの資料名と記号によって示す。ただし一度資料名を記載したも 
のについては記号のみを記す。従って本資料は， 2 A — 3 .N o .9と記す。

2 A-  3 . No. 9 本資料には8 月としか日付の記載がない。 し か し 「停戦命令下達後発令」「明 日 飛 :行 機 各 軍  
管区へ」といった* き込みがなされており，停戦命令の発令が16日であることから，16日以前の文言であることがわ 
力》る。
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敗戦前後における『善後措置』の意P とその展開過程

( 1 ) 「軍需品並ニ原材料ノ払下ケノ、

無償ニチモ可ナリJ
原則トシテ有慎ス

( 2 ) 厂軍需生産施設ノ払下ケハ無償トス-J
⑨以下公簾支払ニモ可 . _  _  ^

3 「債t S ,債務蘭係アルモノハ努メチ之ヲ整理スJ

ま4 ■•件逸(案)一第5 ~第8項J

.有償トスルモ従業員等ニ交付スルモノ-

5 項 

6 項 

7廣

注1
( 8 項）

8 項

「軍作業廳等ノ従寒員ハ必要最小限ノモノヲ残置シ差当りーヶ年間程度ノ 
退職□ トシチ本傳.增傳（乙）ヲーケ年分支給ス（九月以降）
給養額ヲ支給シ之'ヲ解雇スヘシ」

特定
「重要産業設備営S 交易営a 等所有品ュ就チ't 更ス-レハ前議項ュ'準-レてj：フ'

指道ス'ルモスナリJ

「部隊並ニ補給廠等保有軍需品■及軍需工業等ニ関スル機密書=類ハ特ニ必要 
し， スルモ現物ト照合シ後ニ □□□□ロ □□様□□

ナルモノ ノ外尽ク之ヲ焼却シ禍痕ヲ残ササル如ク速■一'処瑰スへ

関係民間団体等ニ对シテモ之ニ準シ指導スルコトJ

「本件實施ニ關スル細部措置ハ各軍需動買部隊長各軍管区司令官,.船舶司

余官，内地鉄道司令官ニ於チ之ヲ処理スヘシ」

「払下ハ努メ地方扇特定個人ニイカヌ様，公共的……J

(注 1 . 第8項は2 つ有り，一方には表記の如くカツコが付されている。
第1~ 第4 表は全て2 A —No.9による）

得ルモノハ成ルへク速ニ之ヲ民間ニ払下クルモノトシ」 と述べ，軍需物資を民間へ放出するという

方針を明確化した後，その詳細を表2 の如く列挙している。続けて第3 項以下では軍需工業の処理,

経理上の処置方法等が示されている（表 3〜5参照)。 ここで原文の内容に修正を加え， 重要な方針

変更を行なったことは注目に価する。 まず，重要な修正の第一点は，兵器•燃料および民需生産へ

の転換が困難な軍需工業に対する破壊規定が削除されたことである（表 2 (1)(4) • 表 3(1))。 これは連合
(14)

国側が軍需品の保全を命じた文* の 日 本 側 到 着 （8 月21日） 以前のことであり，陸軍の， もしくは 

政府内部の諸動向を取り入れての判断と考えられる。修正の第2 点は，陸軍が当初，国力保全の観 

点 （表 3(2) ) と，生産の民需転換（表 3(1))の観点と， 2 つの点から，軍需工業の処分を考慮してい 

たにもかかわらず，前者が排除されていったことである。そして第3 点は，施設仏下げが無償から 

有償に変更されたことである（表 4(2))。陸軍の方針は，元来は，利敵行為防止の観点から，兵器お 

よび軍需産業の一部を破壊しつつも，国力保全 • 民生安定のために残余の資材• 施設については積

注 （1 4 ) 連合国は河辺に託した「陸海軍一般命令第1号_!において，武器と装備のすべてをr現在ノ®完全且良好ナル状態 
モ放チ譲渡スルコトヲ命ス」としている。すでに述べた通り， この文言の日本到達は8 月21日である。 （引 用 は 『占 
領史録』第 1巻，189頁による）
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医 療品 及 其 ノ 材 料 ，
參 《 ご})、 《 • • 參 《 • •

自 動 車 （部品ヲ含ム）船 舶 及 資 料 等 ヲ 可 及 的 関 係 団 体 又 ハ 地 方 官 庁 ニ 引 渡 ス 」

木 材 ，通信施設及材 

(傍

表 5 「戦 争 状 態 終 緒 ニ 伴 フ 国 民 生 活 安 定 ニ 関 ス ル 緊 急 播at ノ件」 の箱指示一覧

陸 • 海 軍 省 （1 ) 「軍 管 理 及 監 餐 工 場 ノ 管 理 ヲ 直 チ ュ 解 除 ス 此 ノ 場 合 製 品 ，半製品及原材料ノ保管ハ 

差 当 リ 生 産 者 ニ ー 任 ス 」 （傍点筆者）

(2 )「軍 ノ 保 管 ス ル 兵 器 以 外 衣 糧 品 及 其 ノ 材 料 ，

料，

点筆者）

(3 )「軍 作 業 序 ノ …… ハ之ヲ適宜運輸普関 係 ノ エ 機 工 場 其 他 民 間 ニ 転 換 ス 」

(4 )「食 糧 …… ヲ原材料トスル燃料生産ノ即時停止」

(5 )「義 勇 戦 鬪 隊 ノ 結 成 ヲ 解 除 ス 」

運 輸 省 • 適 信 院 （1 ) 「一 切 ノ 輸 送 機 関 ハ 直 チ ニ ー 切 ノ 純 軍 需 品 輸 送 工 場 棘 開 輸 送 ヲ 停 止 シ ，食糧及民需物 

資ヲ 専 送 ス 」

(2 )「交 通 機 関 ノ ……復 旧 … …」

(3) r享 輔 ノ 製 造 及 修 理 施 …原 材 料 ヲ 軍 需 生 産 面 ョ リ 直 チ ニ 転 用 ス 」

(4) r軍 保 管 ノ 通 信 施 設 及 資 材 ノ 転 用 ヲ 受 ヶ 通 信 施 設 ノ 急 速 回 復 ヲ 図 ル 」

軍需省  （1)軍 需 生 産 ハ 之 ヲ 直 チ ニ 停 止 シ エ場所有ノ素材ヲ以テ民需物資生産ヲ差当リ自由ニ行ハ

シ ム （傍点筆者）

特ニ左ノ民需生産ヲ重視シ

1. 襄具生産 2.住宅建築材料3. セメント及肥料4. 鉄，石炭等素材生産5.塩 6. 
生活必需物資（医莱品ヲ含ム）」

襄商省  （1 ) 「食 糧 ノ 生 産 及 供 出 ニ 付 万 全 ノ 方 策 ヲ 講 ズ 」

(2) r国 民 ノ 越 冬 対 策 ノ 為 メ ……」

(3 )「薪 炭 類 生 産 及 配 給 確 保 ニ 万 全 ヲ 期 ス 」

(4) r未開塾 地 ヲ 計 画 的 ニ 開 塾 ス ル 為 メ ー 定 ノ 土 地 ノ 使 用 権 ヲ 附 与 シ ， 国民生活再建ノ基 

盤 ヲ 急 速 ュ 確 立 ス 」

「三田学会雑誌」78巻2 号 （1985年6月）

厚生省

内務省

文部省

大蔵省 

司法省

「漁 業 ヲ 可 及 的 復 旧 ス 」
(不明）

「応徵 者 指 定□ 時要 員 及 女 子 挺 身 隊 ハ 各 般 ノ 情 勢 ヲ 勘 案 シ 可 及 的 速 ニ 解 除 ス 」 

「国民ノ住宅建築ヲ促 進 シ 帰 農 対 策 ト 計 画 的 ニ 調 整 ス 」 

r……医師 ノ 配 分 及 軍 ノ 保 有 ス ル 医 療 品 及 原 材 料 ノ 転 換 ヲ 受 ク 」

(略）

「乳 幼 児 妊 産 婦 ノ 保 護 並 孤 児 对 策 ヲ 速 ニ 確 立 ス 」
「軍 人 軍 属 ノ 遺 家 族 及 戦 災 者 ノ 援 護 ヲ 刷 新 強 化 ス 」

「治 安 維 持 ュ 関 シ 警 察 力 強 化 方 策 ヲ 確 立 ス 」

「防空ェ軍及防空事務ハ之ヲ停 :止 ス 」

'解 除 ス 」

(5)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(1)

(2)

(1 )「……学 徒 動 員 ヲ ’

(2 )「学 徒 隊 ノ 編 成 ヲ 解 除 ス 」

(1 )「支 払 制 限 （「モラトリューム」）

(1 )「軍 ト 協 力 シ 秩 序 維 持 ニ 付 キ 万 全 ノ 措 置 ヲ 講 ス 」

C8)

、之ヲ 行 ハ ス 」

蜜 料 ：前掲2 A — 3, No. 8 
注( 1 ) 「生産」の次の「責任」という語句が消されている。

(2) 「船舶」は元の文に* き加えられたもの。
「関係」は 「民間」という語句を消しその替りに加えられたもの。.

(4) 「工場練開輪送」は元の文に* き加えられたもの。
( 5 ) 第(2頭は，本 来 r国民義勇隊ヲ取止ム」とあったが，それを削除し，表記のものに改められた。
( 6 ) ここには，「解除シ差当リ学校授業ヲ開始ス」 とあったが，表記のように削除された。
( 7 ) 表記の冒頭に，付加された語句があるが，さらにそれを筆で消してある（読解不能：)。
(8) r之ヲ」は，「差当り」とあったのを訂正したもの。

56 Ci50)



敗戦前後における『言後措置』の意図とその展開過程

極的に民間に撒布• 移行させるというものであった。 しかし加えられた修正の結果，利敵行為防

止の観点は後退し， また国力の保全といった観点の排除により，当面の民生安定が主要な目的とな
(15) 、

ったのである。

このような方針の変更は， 日本政府の施策方針に基づいて行なわれたと考えられる。 「戦争状態
(16)

終結ュ伴フ国民生活安定ニ関スル緊急措置ノ件」（以 下 「緊急の件」と略す）は陸海軍省をはじめとす 

る10省 1 院に対して，敗戦という享態に对it、するために， とるべき措置を指示したものである。 こ 

の通達は，冒 頭 の 「方針」 においてまず「民力」 の復旧に努めることを掲げた後に，r機宣ノ 手 段  

ニ依リ有効且ッ稳密裡ニ左ノ処置ヲ構ズ」 として諸種の指示を行なっている。表 5 に列挙したそれ 

らの指示を，内容に即してまとめれば，①軍需生産の停止と軍需物資の放出〔陸海軍省，軍需省)，② 

民需生産の拡大と通信• 運輸等の業務転換（運輸省，適信院，軍需省)，③当面の国民生活確保の為の 

諸 施 策 （裹商省，厚生省)，④ 治 安 対 策 （内務省，司法省）の 4 点となろう。 日本政府は,軍需生産の 

民需転換によって経済を立て直し，国民生活の安定を® ろうとしている。 これは直接的な'與安対策 

とともに，国内統合を維持するための重要な政策的支柱であった。先 に r件達(案)」 でみた軍需物 

資放出案の修正も， この政府方針に沿うものであり，軍需物資放出を指示した8 月 1 日の閣議決定 

も， この方針を実現するための措置であったと考えられろ。

さらに， こ の 「緊急ノ件」は 8 月16日には実行段階に入っていたことが陸軍の資料によって確認 

’き■る。

あった。

(17)

できる。す な わ ち 「緊急ノ件」 は， 「.....萌ニ遂次措置セラレッツアルモ ........ 」 とされていたので

( 2 ) 軍需物資放出の抑制•禁止への転換

8 月17日，鋳木内閣に替って東久適内閣が成立する。新内閣は鈴木内閣が策定した先の政策を継 
(18)

承するが，同時にその実現はきわめて困難であることが判明する。軍需物資の放出は，政府の意図
(19)

に沿った形では展開せず，かえって混乱を引き起こしたのである。その結果，陸軍は軍需物資の放 

出状況を点検するとともに，その抑制に向けて動き始める。
(20) C21)

8 月17日に陸軍省内に設置された「言後措置委員会」 は，同 日 「8 月17日 主 要 議 *① 」を出し

注 （1 5 ) ここで表2 .(3)が r特殊資材」の処分に触れていることに注目しておきたい。そ の 具 体 内 容 は ，本資料では触れ 
られていないが，後に述べるように，それは化学戦関係のものだったと考えられる（(2)参照)。

(16) 2 A — 3 .No. 8 本資料の日付けは，当 初 「8.13」と印刷されていたものを厂8.16 次官会議決定J と修正してい 
る。

(17) 「戦争状態終結ニ伴フ国民生活安定ニ関スル緊急措置ノ件」（軍務課） 2 A -  3 . No. 7 。
( 1 8 ) 本稿が取り上げた，軍需物資放W 問題と治安対策については，給木.東久適両内閣は政策の上で連続性を持ってい 

る。 しかし東久適内閣は連合国による占領を受けいれるための措置をとることを通じて，急速に連合国に対する従属 
の度合を深めていく。 この点は鈴木内閣とは全く異なる点である。

〔1 9 ) この点について，放出力*ポ実にどのような享態に結果したかは，前掲粟屋編著所収の資料参照のこと。 また前掲 
『季 刊 現 代 史 3』にも若千の資料が収められている。
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r三田学会雑誌」78卷2号ひ985年6月）

その第1 項 「戦争状態終結ニ伴フ国民生活安定ニ関スル緊急措置（昭和20. 8 . 1 6 次官会議決定）中

軍 トシチノ処理状況説明」において，軍需物資の放出状況，放出方法について幾つかの指示を行な

った。第 1 の指示は，「飛行機，武器，弾等」 の 「散逸，隠匿，破壊ヲ禁スルコト」である。 第 2

に軍需品と軍需工業の処理について，「払下，保管，転換等ハ成ルへク地方官庁政府機関ニ対シテ

行フコト」 とした。第 3 に，軍作業庁の処理方法について，閣 議 決 定 が 「……民需生産設備タリウ

ルモノハ，之ヲ運輸省関係ノエ機工場其ノ他民間工場ニ転換ス」（注(10)参照） と規定した点を， 「生

産施設其儘ヲ民需生産ニ転換スルコトヲ避ク」 と変更するように求めている。第 1 の指示からは，

軍の統帥が混乱，軍規が她緩していたことがわかる。第 2 , 第 3 の指示からは，閣 議 決 定 （14日）

後数日を経たに過ぎない段階で，陸軍上層が方針を変更する必要を意識していたことが了解されよ
(22)

5o

このような判断に基づいて，資材の仏下げを一時中止するように，陸軍は通達をおろしている。

普後措匿委A 会の構成(
法 （2 0 ) 陸軍省言後措置委員会は，8 月17日，「極秘善後措置委員会設 

置ニ関スル件」（2 A — 3 . No.10)によって設置された。委員会 
の任務は，「軍ノ言後措置中政府ノ施策ト関連アル享項（外交ヲ 
除ク） ヲ統制審議スル為」とされた。従って同委員会の設置後は，

「言後措置ニシテ政府ノ施策ト関連アル#項ハ必乂同委員会ニ上 
提又ハ協議ス」ることとなった。同委員会は，陸軍省内部では軍 
務 局 長 （吉積陸軍中将）の下におかれ，委員長には敗戦時に内閣 
総合計画局長官の任にあった池田純久陸軍中将があたった。他の 
構成員については付表に示した通りであろ。 （ちなみに林三郎は 
4 月23日力、ら8 月24日まで陸軍大臣秘» 官であった）その任務，
陸軍省各課を網羅したその人容から言って，* 後措置委員会が敗 
戦処理のために，陸軍省の統一意志形成を目的として設置された 
ことは確実であろう。

すでに 注 〔18 )で一度引用した池田の回想から，本委員会に関 
する部分を引くことにする。

r……東久適内閣がこれに替った。私も首になって陸軍省に帰 
って行った。……その頃，陸軍の解体の後始末を担当する陸軍言 
後処理委員会が設置された。……陸軍省参謀本部の課長級を委員 
としたものであるが委員長力':なかった。……陸軍次官の依頼で，
私はこれを引き受けた。その名の示す通り陸軍の葬儀委員のよう 
なものでいやな役を引受けたものである。」（前 掲 『陸軍葬儀委員 
長』1441；)

ここで池田は，善後措置委員会が，参謀本部を含めて構成され 
ているかの如く述べているが，構成員中には参謀本部員を確認できない。

また，池 田 . 吉積両名が， ともに敗戦を決定するための御前会議に出席していることから， この委員会設置は，陸 
軍として敗戦処理にあたって，政府方針に従って行動することを制度上に確認したものとも考えられる。

( 2 1 ) 卷後措置委員会は議# 録を残している。その* 式 . 用紙等はま々であり，議事録に順序を示す番号が記入されるの 
も第4 号以降である。ただし第1〜 3号については， 8 月19日 付 「既配布» 類ニ頭*  ノ番号ヲ付セラレタシ」 との 
「通知」（2 A — 3 . No. 8 8 )によって順序が確認できる。 本文では見やすさのため表記のような方法で表わし注

において正式の名称と記号を記載する。
「善後措置委員会主要議享8 月17日 委 員 会 」 2 A — 3 . No.15.

(22) 言後措置委員会の性格上，委員会で問題となったことが直ちに政策の変化を結果したとは考え難い。ただ， この時 
点ですでに問題化している点を指摘しておきたいのである。

委 員 長 池田純久（中将）
軍務課長ぐ
陸 軍 大 佐 林 三 郎
補任課課員 1 (名）
恩 償 課 " 1 ( " )

軍 享 課 " 1 〔' ' ）
軍 務 課 " 3 (,,)

戦 備 課 " 2 い ）
兵 務 課 " 1 い ）
兵 備 課 " 2 〔,,）
主 計 課 " 1 い ）
衣 糧 課 " 1 ( " )

建 築 課 " 1 い ）
衛 生 課 " 1 ( " )

医* 課 " 1 い ）
法務局局員 1 ( ' ' )

注 （1) 本表の表記は原資料にほぼ忠実に行なっ 
ている。形式がやや不備なのはそのためで 
ある。

②当時吉本重章がその任にあった。『日本陸 
海軍の制度. 組 織 • 人* 』（東大出版会， 
1971)による。
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表 6 軍 需 品 • 官 有 品

種 別 扱

飛行機，武器，弾薬，器材 
民間に転用可能な飛行機• 車輔等 
鉄道関係資材
a . 借 上 （徴後）船舶
b . 機帆船，漁船，戎克，海運器材等 
通信機材

被服，糧珠(主 •副食を除く）需品，衛生材料, 
獣医資材
燃料. 油脂
原材料関係
特殊資材—化学戦資材

保管，実情調査 
大部分民間払下げ 
運輸省に優先的に保管転換 
船主に返還
原船主もしくは当該地区統制会社に返遺
必要なものを除き，適信院，朝iP総督府適信局に 
保管転換
所要量以外は民間払下げ

民間払下げ 
同上
民間払下げ

注' : (1)「濫用ニ陥ラサル如ク指導スルモノトス」とされている。
(2)「口，機密保有ニ関シテハ特ニ注意スルモノトス」とされている。

表 7 軍 需 産 業 の 転 換

現 業 種 転 換

( 1 ) 兵器工業(1)

( 2 ) 官有施設，原材料
(3 ) 食糧による燃料生産
( 4 ) 指 定 〔陸軍大臣）会社，軍(2)管理• 監督工場

車両，農機器，漁具，生活用品 
広範囲の民間に下げ 
停止
指定等すベて廃止

注 ：（1)下請工場についても，同様の措置をとろように指示がある。
(2)この項目は後に手* で言き加えられたもの。

〔出典はともに， 2 A — 3 . No. 25〕

(23)

「……但シ払下，保 

「件達」 は同時に， 

統制強化のために

「別 紙 軍 享 機 密 軍 需 品 等 ノ 緊 急 処 置 ニ 関 ス ル 件 達 」（以 下 「件達」と略す)が，

管転換ハ準備ノミニ止ムルモノトシ之カ実施ハ別命ス」 としたのがそれである。

「軍管区司令官ハ所有ニ応シ管区内軍需動員部隊ノ長ヲ指揮スヘシ」 と述べて，

必要な指揮系統への指示も行なっている。

「件達」 が個々の具体例についてその扱いを指示したものをまとめたのが，表 6 • 7 である。 こ 

こからは先の「緊急ノ件」， 正 後 の 「件 達 （案)」 に比べてそれほど大きな変化は見出せなL、。 あ 

えてg うならば，挙げられている項目がより具体的となったこと，兵 器 に 関 し て 「実情調査」（表 

6 .U ) )が指示されたこと，特殊資材が明確に化学戦資材とされていること，民間払下げが濫用に 

陥らぬようにと指示されたこと（表 6 . 注(2))等である。 しかし全体の方向が，民間への払下げにあ 

ることは変らず，民生安定を媒介にして国内の統合を維持しようという方針は変っていない。 しか

注 （23) 2 A — 3 .  No. 2 5 本資料には日付が付されていない。 しかし文言^ 尾に，「本命令ハ敵ノ上陵前確実ニ焼却シ之 
ヲ敵手ニ委セルコトニ関シテハ万全ヲ期スルモノトス」との» 込みがある。連合国軍の本土進駐は当初8 月26日を予 
定し天候不順によって28日に遅延された。いずれにせよ，軍需物資放出を決めた8 月14日の閣議決定を廃止した， 
28日の閣參決定以前である。 よって本資料も28日の閣議決定以前のものと推定される。
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「參後措置委員会主要議題」 2 A — 3 . No. 22.

以上の諸点は18日の次官会議で出された意見であるとの言き込みがある（同上資料)。 
「委員会第5号 8 月18日善後措置委員会主要議享」 2 A — 3 . No. 44.

運輪省への移管について政府の同意を取り付けたことが記されている（同上資料)。 
「委員会第6号 8 月19日善後措置委員会主要議題」 2 A — 3 . No. 91.

「委員会第7号 8 月19日言後措置委員会主要議事;」 2 A — 3 . No. 48.

「委員会第9号 8 月20日言後措置委員会主要— 」 2 A — 3 . No. 38①@

2 A — . No. 86.

60 ( 2 5 4 )---- ni I I /ふ、メ̂、----

し現状はその意図の実現にマイナスに作用しており，ために全体の動向を抑える方針が出されたの 

である。

軍需物資の放出が抑えられるのと同時に，経済復興策および，そのための機構整備が要求されて 

いく。 これは今まで述べたところから明らかな通り，民 生 安 定 国 内 統 合 と い う 政 の 路 線 を 実 現  

するためのものであり’ この路線への陸軍の対応を示すものであった。機構整備の要求は，解体を 

目前に控えた陸軍が，その人員等を別機構に移転しようとした試みの一^̂っであり’ II質的に軍の残

置 • 保全を図ったものである。
(24)

まず8 月18日 付 「主要議事②」 は，「一政府業務進涉状況」 で r復興ニ関スル機関★作ラザレバ 

進涉ハ遅々タリ」 と述べるとともに，「2.軍ヨリ政府へノ要望事:項ニ関スル状況」 中 で ， （1)陸軍の 

r建設力」 を運輸省に，（2)体育機関を厚生省に，（3)陸地測量部を内務省に，（4)印刷機関を内閣印刷
(25)

局に移管することを求めている。以上の要求は同日中に政府に伝達• 協議され，そq 結 果 r政府ハ

尚未タ軍ヨリノ移管業務其他ノ受入態勢十分ナラサルニ付之力為復與省設置等ノ意見ヲ具申スル等 
(26) (27)

更ニ推進ノ要アリ」 との判断を示している。翌日には，r復 興 省 （仮称）設置ニ関スル政府へノ要望
(28)

ニ関スル件（軍務課)」力' ; , 善後措置委員会において議論されている。そこでは復興省設置の意義と

目的が，「新日本建設ノ基礎」を築くため，「強力ナル統制」 を実現することだとし/q上で，具体的

業 務 と し て 「戦 災 復 興 （土木□)」を挙げている。 尚経済復興全般の計画は，総合計画i局を強化して
(29)

担当させるものとしていた。 同 日 付 「主要き享⑦」 は 以 上 の 点 を よ り 明 確 な も の と し r(i)復興ニ

関スル大方針ヲ樹立シ各省ノ歩調ヲ一二シナ復興ニ邁進スル為強力ナル綜合統制機ぐヲ設ク丄r(2)

復與ニ関スル土木事業ノ強力ナル実施ニ任セシムル為速力ニー機 関 （一案戦災復興省）ヲ設置ス」 と
(30)

定式化した。20日にはこの点が改めて善後措置委員会内部で確認されている。
(31)

この他，20日 に は 「軍用地農耕利用ノ件」が出され，食糧増産と復員によって生じる失業軍人対 

策を目的として，軍用地を農商務省に移管し，同省の乾察下で国営の「農地開発営団等」 に，農業 

経営をさせるという案が示されている。 さらに23日 に は 「職業$1導会」（後述）への軍用地の移管や， 

「鉱山，電気ノ技術者ヲ早ク復員サセルコト」力';,善後措置委員会で検討されていた。

善後措置爱員会における論議を追うことによって，（1)復興省構想が，陸軍の人員•機構の他官庁 

移転との関連において提起されたこと，（2)復興省は復興に関する実務機関として構想され，別によ
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敗戦前後における『言後措置』の意図とその展開過程 

り上級の統制機関設置が考慮されていたこと，（3)復興享業の具体的内容が，せいぜい土木*業が挙

げられている程度で極めて貧弱であったこと等が了解されよう。
(32)

この後， 8 月24日 に r戦後復興委員会設置ニ関スル件案」力;，28日 に は r戦災復興省創設ニ関ス 
(33)

ル 件 （試案)」が出される。後者においては同省の「所掌ス ル 」 享業として，都市計画，土地問題処

理，土木享業の企画• 実 施 • 統制，建 築 行 政 （規格住宅含む）が挙げられており，構想されていた復

與享業の一端を知ることができる。 しかし陸軍の構想は実現しなかった。陸軍は軍用地の農耕地転

用等程度のことしか，具体的な経済復興策としては提起できなかった。他方，政府も28日の閣ま決
ぐ̂4、

定により，14日の決定を廃止すろが，一度始まった軍需物資の塞奪は止めようもなかった。経済生 

活の安定による国内統合という構想は現実の前に崩れていき，陸軍の復興機関構想も実体を伴わな 

いまま消減したのである。

n 治安対策の展開過程—— 陸軍の对jtsを中心として

( 1 )
(35)-

r軍秩」の動揺

軍需物資の放出を決定した14日の閣議決定が触れていたように，軍と国民が対立することは，政

府として是非とも避けなけれぱならないところであった。 また，国内に存在した陸海合わせて約
(36)

400万の武装集団を混乱なく復員させることも， 治安維持の上から必至の課題であった。実際この

ニ点について動揺が見られたのである。前 掲 「主要議享⑨」（20日）には， r第一線部隊実情ノー端
(37)

(201師団高橋参謀ヨリ聴取セルモノ）」（表 8 ) が収められているが，そこから一見明らかにr軍秩」に動 

揺が生じていたこと，それへの対応に窮していたことが読みとれよう。麦 8 の 「現状」 の②③から

注 （32) 2 A — 3 • No.1 2 0 同委員会は，「戦後復興ニ对スル方針ニ樹立シ之ヵ計画ヲ綜合的；ま譲立案スル」ことを目的 
と し 表 8 のように構成されていた。本文書はいかなる機関によって作整されたものか記入がないのであるが，その 
目的からは善後措置委員会において構想された，より上級の統制機関であることを窺わせる。またその構成員，任務 
からは，都市復興から産業の転換，復員までを国務の中枢によって扱おうとするものであり， これは政府の施策が治 
安対策のみに限定されたものではなかったことを反映しているとも言えよう。

『賊後復與委風会』の構成
1 . 委 員 長 （首相）

副委員長（国務大臣）
委 員 〔若千名，民間有識者）
幹 ぎ 長 （内閣調査局長官）
幹# 〔関係各省高等官中より委嘱）

成長 
構
会の置設会

会 部
亩

任務
綜 合調整（他）
都 市 （その他）の復興 
軍 • 国民動員の復員 
産業の転換

総 液 部 副 会 長 で あ る 国 務 大 臣  
第 一 部 内 務 大 臣  
第 二 部 厚 生 大 臣  
第 三 部 商 工 大 臣

(33) 2 A — 3 . No. 118.

( 3 4 ) 前掲粟屋編書r解説」参照。
(35) r軍秩J は軍紀 . 軍律を意味する軍隊用語（広辞苑）であるが，本稿では力ッ
( 3 6 ) 前掲粟屋編* 「解説」および前掲松尾論文参照。
( 3 7 ) 第一総軍，第12方面軍謙下の部隊である。C『大 本 営 陸 軍 部 10』戦史叢書「付 表 昭 和 20. 6 .19の第1 , 第 2 総 

軍の各方面軍戦間序列」による）
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「三田学会雑誌」78卷2 号 （1985年6月）

表 8 第一線部隊の実情

〔現 状 〕

① r猛 訓 練 ニ 依 リ 団 結 ノ 強 化 軍 紀 の 確 保 ニ 努 メ ツ ツ モ ア ル モ 中 央 ノ 意 図 徹 底 セ サ ル ニ 各 種 『デマ』伝 

セラレ去就ニ迷フコト為シトセリ」

② 「信償必罰ヲ以テ軍 紀 ノ 維 持 ヲ 図 ラ ン ト ス ル モ 軍 法 会 議 未 決 続□ □ シ悪影響アリ」

③ 「億償必罰ノ途ナキ ヲ 苦 慮 シ ア ル ニ 付 職 業$1導ニ 関 シ 配 慮 セ ラ レ 」

④ 「将 兵 ハ 早 ク 復 員 離 隊 セ サ レ ハ 俘 虞 ト ナ ル ヘ シ ト ノ 焦 □ニ 駆 ラ レ ア ル ニ 付 復 員 実 施 ハ 一 隊 毎 ニ 同 時 ニ  

行ハレ度」

⑤ 「主食ハ既ニ補 給 廠 ョ リ 補 給 ナ シ 当 面 ハ 可 ナ ル モ 後 ニ 至 リ 困 難 ス ヘ シ 」

⑥ 「副食 ノ 取 得 ハ 既 ニ 官 民 側 ノ 熱 意 ナ ク 極 メ チ 困 難 ナ リ 」

⑦ r輸 送 亦 同 様 ナ リ 」

〔対 策 〕

① r動 揺 ニ ハ 事 ヲ 謀 ラソ トスルニ出スルモノ逃避的気持ニ出ツルモノノ二種アルニ付前者ュ対シテハ今 

次 非 常 大変ノ真意及之ニ対処□ ル ノ 途 ヲ 譲 々 ト シ チ 説 キ 後 者 ニ 関 シ テ ハ 今 後 ノ 情 勢 ノ 推 移 特 ニ □員 ノ 実  

体ヲ明示 ス ル ト 共 に 必 罰 以 チ 軍 紀 ノ 確 立 ヲ 図 ル ヲ 要 ス 」

② 「軍» 輸 送ニ関シチ ハ 昭 和 ニ0 , 八 , 一 六 次 官 会 議 決 定 『戦 争 状 態 終 □ニ 伴 フ 国 民 生 活 安 定 ニ 関 ス ル  

緊 急 措 置 ノ 件 』 中 『一切ノ輸送機□ (関） ハ直チニ ■•切ノ純軍 需 品 輸 送 工 場 辣 開 輸 送 ヲ 停 止 シ 云 々 』 ノ 

方 力 『民需輸送一点張』 ニ 誤 リ 伝 へ ラ レ タ ル モ ノ ト 云 フ へ ク 『□ □ 補 給 及 復 員 輸 送 優 先 』 ノ件ヲ政府ニ 
対 シ 要 望 ス ル コ ト 必 要 ナ リ 」

注） 2 A -  3 . No. 38 「主要議享ー⑨」 より。
□ は文字不明を示す。

は，r信償必罰丄すなわち功績には褒賞をもって報い，軍紀を犯した者には厳罰によって臨むとい

う，軍隊の秩序を支えてきた基本的枠組が失われたこと，そしてその結果，軍紀がぽみ， しかもそ

れに応ずる方法がなかったことがわかる。逆に④にみられるような，捕虞となることへの恐怖や，
(38)

⑤〜⑦に示されるような補給の困難といったことが，兵士達の不安をかきたてたのである。 また前

掲 「主要議享ー⑦」は 第 6 項 を r軍ト官民離間防遏対策」 にあて，「別 紙 『軍秩維持協力ニ関スル
(39)

件』 ヲ政府ニ要望スルコト」 としている。 こ の 「別 紙 『軍秩維持協力ニ関スル件』」（以下r軍秩ノ件」 
(40) (41)

と略す） によれば， 軍隊内部のみならず，官民との間でもトラプルを生じていた。陸軍は，そのよ
(42)

うなトラプルによってさちに軍紀が混乱することを恐れたのである。r軍秩の件」は享IIへ の 対 応  

策として，（1 )「第一線将来ニ対スル従来ノ優遇措置」 を継続すること，（2) 「軍人遺家族及傷病軍人

注 （38) 「対策」の②において「緊急ノ件」中の運輸省に対する指示が，軍需輸送を民需へ切り換えることを命じたことが 
問題とされている。指示が厳格の適用されただけではなく，軍への反感を感じとることができよう。

(39) 2 A — 3 . No. 49.

( 4 0 ) 次のように述べている。r……第一線部隊将兵ハ時局ノー大転機ニ漂会スルヤ真ニ精神的一̂大痛擊ヲ受ヶ将ニ茫然 
タル所各種流言ノ飛フヤー部ニ放テハ独断的臆測ノ下越轨ノ行動ニ走ラントスル者或ハ逃亡離隊シ将来ノ蜜動ヲ策セ 
ントスル者等アリテ之力将来ノ趨勢楽観許ササルモノアリ」（同上資料）

( 4 1 ) 次のように述べている。r現ニ官民ノ軍ニ对スル業務処理或' 、態度等ニ放テ従来ト趣ヲ異ニスルモ交通， 通信機関 
ノ端未ニ生起シツツアリJ (同上資料）

201師団の状況をのせた「主要譲# ® 」に記されている「鉄道乗車券問題」「部隊宛郵便物受付拒絶問題等」 が右 
の弓I用に相当する問題かと思われる。なお，この2つの問題については「先方ヨリ陳謝シ」てきたとしている（「主 
要議享⑨J)
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敗戦前後における『善後措置』の意図とその展開過程

等へノ援護処置」の実施，（3)復員の実施に必要な他官庁の協力，（4)復員後の失業軍人対策，（5)入院 

患者の継続療養，の 5 点を政府に要望している。以上のうち(2)(4)(5)は，陸軍自らが実現のため必要 

な措置を講じていった。以下においては(2)と(4)を具体的に検討する。

(43)

( 2 ) 陸軍の諸構想とその限界
(44)

前 掲 「主要議享⑦」（19日）は，応召軍人留守宅宛の送金を継続することとし， また実際に継続さ
(45)

れた。 また恩賞の実施についても，17日 に 「恩償課関係緊急措置要領」が出され，継続の方針を明

らかにした。 同時に恩賞に関する実務を厚生省等他の官庁へ移すことも指示している。恩償課は，

軍人遺家族および失業軍人に対して生活相談所を設置する構想を持っていた。「遺家族及傷H 軍人
(46)

よろづ相談所及ヒ退職軍人就職相談所編成ニ関スル件」（日付不詳)，がそれである。その内容は，遺

族と傷！!軍人に対してはrよろづ相談所」を，退役する軍人には「退職軍人相談所」を設置すると

いうもので，前者は恩償課，’大臣官房，功績調査部, . 医享課(中の恩給関係課員)，主計局から都合9

名の部員を出し，援護全般，行賞，恩給，賜金，給与等に関する相談を受け付けることを目的とし
(47)

た。後者は恩償課，功績調査部より24名を出し，退役軍人の就職相談に応ずることが目的であった。 

失業軍人対策は軍秩維持の為だけでなく，国内統合の維持全体に関わるものである。 この点につい 

てやや詳しく検討しよう。

注 （4 2 ) 次のように述べている。「……感情的享象ニ基因シ軍官民ノ離間ヲ来タシ……第一線将兵ヲシチ厥起スルニ至ラシ 
ムルカ如キコト万カーニモアラン力帝国将来ノ運命真ニ危シト言フへク将来ノ治安亦混乱ノ度極メテ大ニシテ軍ノ最 
モ憂慮シツツアル所ナリ……」（2 A  3 • No. 49).

( 4 3 ) 次のように要望を述ぺている。「復員後ニ於ケル復帰者特ニ失業者ノ扱ニ関シテ'、官民共ニ同情ヲ以テ对スル如ク 
指導相成度」（同上資料）

C44)「留守宅渡送金及應召軍属等補給金ノ処理ニ関スル件」〔日付不詳）（2 A - 3  .No. 3 4 )は，「棒給，給料等留守宅 
渡実施要領」によって’ r留守宅渡ハ昭和20年12月分迄速ニ送金ヲ完了シ爾後ノ送金ハ別ニ指示スル迄打切ルモノト 
ス」 と述べている。

(45) 2 A — 3 . No.13.

(46) 2 A - 3  . N o .74 .末尾に24日から事業を開始するため，24日13時に陸軍大学正面玄関に係官が集合するよう指示 
している。

(47) 「退職軍人就職相談断」の構成は次の通り。（同上資料による）
-整理連絡係I I 手 以 上 1 (恩償課）

一相談受付係
1 将校係

上長官以上将校
業務手以上

一 般 将 校 g 校
# 務手以上

2 准尉，下士官，兵係
下士官以上

准尉以下
—— 業務手以上

武H少佐（副 . 押旧少佐）一 2 (補任課）

A (功績調査部）

3 (功績調査部）

6

( 4 8 ) 軍人対策として第1 の課題は復員の実現そのものであり，そのために給与等の支払いをめぐって政府内部に対立 
(軍—大蔵省）力港在した。 この点は軍秩維持とも関わる重要な点であるが，復員問題の一環として別稿で考えたい<
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表 9 「失業者予想数」概要(注）

. 失 業 者 数 就 職 者 数 理 由

内 地  

( 小

440 (男360,女80) 

440 (陸280,海120)

計）260

210

370

軍 需 工 業 停 止 ， 同部門の50%

軍の復員兵力量
女 子 の 家 庭 復 帰 （IM は平和産業ょり） 
平 和 産 業 へ の 復 帰 -

外 地  

(小

345 (陸315,海30) 

200

計） 約300

250

軍の復員兵力量 
在留邦人
復 帰 見 込 者 数 （主として兵隊）

(計） 約 560 (2  A — 3 • No. 77より）

注） 単 位 ：万人

初めに，陸軍が復員によってどの程度の失業者が発生すると予測していたかを明らかにし。 
(50)

「失業者予想数」によれば，国内において260万人が， 占領地からの復員者のうち300万人が失業す

るとされている（表9参照)。表 9 の 「理由」 の欄から，宾[定基準が緩やかなことは明らかであるが,

それでも560万人の失業者を想定せざるを得なかったのである。本資料は失業対策として，「(1)軍用

地及未ま地ノ新規開雙，（2)復興土木，（3)戦災住宅ノ急速ナル復興建設」 を挙げるとともに，失業軍

人の就職を優先的に幹旋するように，厚生省から各地方長官，国民勤労動員署長宛に通達を出させ

たとしている。 また陸軍内部に厚生委員をおいて対策に当っている旨を， ラジ+ で放送して宣伝に 
(51)

も努めていた。

ところで， この厚生委員は前述した「よろづ相談所」 の出発点であった。敗戦に先立つ8 月13日
(52)

に，同 委 員 会 は 「遺家族及傷H 軍人保護並退職軍人ノ職業輔導事業」の実現を論議している。 「業 

務ノ構想」 によれば， この享業は現役武官• 召 集 者 • 文官を対象とし（重点は前二者)， その数は現 

役武官15万，召集者75万と予定された。職業輔導の具体的内容は，「職業輔導ノ教育丄「平和的生 

産 事 業 経 営 丄 「職 業 紹 介 丄 「事業資金並ニ学資ノ融通丄r経済事業」 であり，敗戦後における経済 

的自立と，一時的生活保障の2 点が目的だったと考えられる。そして， この事業実現のために約9

注 （4 9 ) 敗戦時の内地における陸軍兵力量について「軍# 機密陸軍部隊ノ復員ニ伴フ輸送人員概見表」〔8 月17日 兵 備 課  
山下00 (2 A — 3 .No . 19)によれば総数約270万人と算出できる。これは内 地 （北部〜西部までの全軍管区）の編 
成定員に基づいて，1,769,800名としたものに対し実員は約1割増となっている分を加え，さらに右から除外され 
てい る 「大臣，総長，総監, 憲司，航本. 内铁司諫下22万J 「航空空部隊31万」「船舶部隊27万_!を合算したものであ 
る。ま た 「在隊陸軍軍人. 軍属産業別人員推計表」（8 月20日 兵 備 課 ）〔2 A-  3 . No. 7 6 )は外地3,148,000人， 
内地2,757,000人との数字を示している。なお，同資料によれば，在隊軍人中襄業に区分される者26. 25% , 工業に区 
分される者38.63% ,公務自由業13.69% ( さらに交通7 .07,商業7. 2 0 ) となっており興味深い。

(50) 2 A — 3 . No. 77.

〔5 1 ) 同上資料。
(52) r研究議題」〔8 月21日）（2 A - 3  .No. 4 5 ,表題の下に「8 月13日厚生委員会」とあるので. それによった。
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殿 下  
近衛公爵(1)

民間人ョリ有力者("

各省次官，常任® (陸海軍次官，人享局長，主弁少将）

(1) 「□ ? 団ノ紘理ヲ御願ヒスル」 との書込みあり。
(2) 「(本将大将)J との書込みあり。
( 3 ) 常任理♦のことか？

( 5 6 ) 陸密第5752号 財 団 法 人 『遺族傷瘦軍人保護isKS職軍人職業輔導会』設立ニ関スル件通牒」（8 月21日 陸 軍 次 官 ) 

2 A —1 . No. 7.

(57) 2 A —1 . No.16.
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敗戦前後における『善後措置』の意図とその展開過程
(53)

億円の資金が必要であるとし，そ れ を 「恩賜金，国防献金，〔七文字不明〕，恤兵金丄さらに民間か

らの寄付を加えて計10億円の資金を集めることでまかなう計画であった。享業体の設置は陸軍によ 
(54) (55)

って行ない，その運営は皇族• 学族を長とする役員会に委ねるものとしている（享業体は財団法人と
(56)

する予定)。 この財団の設立は，21日付陸密第5752号によって公式化された。その内容は，先の厚生

委員会のそれとはぽ同様であるが，地方支部の設置を，「兵務部長及経理部長ヲ委員トシ師管区

司令部ヲ基幹トシ適任者ヲ以テ早急ニ……設立相成度」 と指示して，実質的に，地方における陸軍

の軍令系統を核とする構想であった。 しかも各地方支部は，各0?管区内の軍用地，軍建造物，軍需

品等の移管を受けられることとなっていた。 この事:業が，復與省にみられた軍事機構残置の試みの

一環として，展開されたことがわかるのである。 同21日，言後措置委員会も，同委員会の一分科とし

て r退職武官厚生施策委員会」を設置した。 目的は退役軍人のための厚生施策の研究であり，陸軍

省人* 局長を委員長とし，省内各課の課員と，参 本 • 兵本等の課長，計31名を構成員としていた。

しかし問題は，失業軍人達に就職0 を見つけることが可能かということである。 これは結局，経

済復興の実現に依存せざるを得ないの で あるが， こ の 点 に つ い て ， 政 府 • 陸軍共に，有効かつ具体

的ま対応策を欠いていたことはすでに31でみた通りである。

大局的な展望を欠いたまま， 当面の対応として陸軍が用意した案が，学校教員への失業軍人の採

用と，警察署への採用計画である。

前者につ い て は ， 2 つの事例が耗在する。 1 つ は 「陸密5888号国民学校及ぎ年学校教員臨時養 
( 5 7 ) '

成ュ関スル件陸軍一般へ通牒」であり，他 の 1 点 は r陸普1789号中等学校農業科教員臨時養成ニ

注 （5 3 ) 各事業項目の下に，r i 億， 6億，0.5, 1.0, 0 . 5 , 1 人当，1,100円位マデ」 との書込みがある。 これによった。 
( 同上資料）

( 5 4 ) 設立委員会の構成は次の通り。池旧力冶まれる点が注目される。

委 員 長  
委 員

次 官
軍 務 . 人 享 . 兵 務 . 経 理 . 医 務 ‘ 法務の各局長• 各 課 長 （以上陵軍省） 
紘務課長（参謀本部）
兵 本 . 航本.燃本各庶務課長 
池B 中 将 • 永并少将• 高級副官 (同上資料）

( 5 5 ) 役員の構成は次の通り。

裁
長
長
事
事
問 

総
会
理
理
監
顔



関スル件陸軍一般へ通牒」 である。前者は復員軍人11,950名を採用し，将校については3 か月，下

士  • 兵卒については 6 か月で教員資格を付与する（「無試験検定」なるものによる） ものであり，後者

は将校のみ200名を対象としていた。 この措置は失業軍人救済策であるとともに，学校教育の場に
(59)

軍人を送り込むことで，r国家永年ノ礎ヲ残サムコト」 を目論んだものとg えよう。

「三田学会雑誌」78卷2号 （1985年6月）
(58)

( 3 ) 治安対策の展開適程

陸軍においては治安強化は2 つの面から要請された。 1 つは失業軍人対策（= 治安対策）であり，

もう1 つは軍の実質的残置である。以下この2 点について検討する。
(60)

8 月17日 「主要議享①」 は，憲兵隊を内務省に移管する案を論議したほか，r警察今後ノ指導要

領確立ノ要アリ」 として，本来所管を異にする警察行政にまで関与する姿勢をポしている。翌18日 
(61)

に は r主要議事⑤」' が，「警察力強化ニ関スル件」を議題として取りあげ，「警察力強化ノ為軍ハ人
(62)

的物的ニ援助ヲ与フ」 と述べた。 その際，r武装警察隊ノ設置ハ対敵交渉ヲ必要トスルノ見解ナリ

として，連合国の対応を考慮しつつ治安対策に臨んでいたことを示しているのは興味深い。享実，

警察力強化は連合国の占領下にあっても，天皇制イデオロギーを存続させ軍を実質的に残置するた

めの手段として重視されていたのである。
(63)

「国内治安確保方策（案)」（18日）は，基 本 方 針 を r軍備全廃ト警察機関ノ自主的活動ノ束縛状況 

ニ鑑ミ国内治安ノ実質的基礎ヲ地方自治団体ニ置ク」 ことに据え，警察力の強化と地方自治団体の 

強 化 に よ っ て r国体観念」 の維持を図らんとするものであった。 同案が具体的に提案する警察力の 

強化は，（1)定員枠を現行の8. 5万人から10万人に拡大する（実人員5. 4万人)， （2)採用規定を変更し餘 

街の範囲を拡大する，（3)特定軍人の転属には特別な措置をとる，（4)一般軍人中の適格者は変更後の 

規 定 に よ っ て 「復員後合法的ニ採用ス」 る，その際地区司令官と警察署が密接な享前連絡をとるこ 

と，（5)警官の質向上，殊 に r国体観念ニ徹底スル」 こと，そのために機関を設置すること等によっ 

てなすものとしていた。

また地方自治団体の強化は，r敵ノ法制的制約ヲ受クルコト少キ特性ニ鑑ミ」て図られるもので，
(64)

その目的は，「自治，治安ノ基礎タラシムルト共ニ国体観念維持ノ原動力タラシム」 ことであった

注 （58) 2 A - l . N o .  2 1 この2 点の資料は，し、ずれも9 月11日付のものであるが，軍の8 月後半期の方針の延長線上に 
あるものと考え，検討の対象とした。

(59) 「動語伝達ノ件」（陸軍次官） 2 A - 3  • No.11.

( 6 0 ) 前掲， 2 A — 3 ■ No.15.

(61) 前揭 2 A-  3 . No. 41.

( 6 2 ) ただし援助の仕方については，「政府ノ意志ニ依ルモノトシ軍トシテ……正式ノ意志表示ハ行ハス」というもの 
であった。（同上資料）

(63) 2 A —3 . No. 21.

( 6 4 ) 次のような注が付されている。
「警察機関力国民ノ敵トナラサル如ク特二人的素質ノ向上ヲ計ルコトニ注意ス」
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敗戦前後における『言後措置』の意図とその展開過程 

(具体的には警防0 を設置して，警察の補助機構とする等)0

この案は机上の空論ではない。翌19日には兵務課が「參察官募參要領（案)」を提出して，実務的

な問題を検討している。 同案によれば，警察官の暮集は内務省によって各都道麻県ごとに実施し，

軍は志望者の幹旋に協力することとされた。 これを実現するために，陸軍省は，各連隊区司令部が

譲下の各部隊と都道府県庁の間に入って騎旋の任を果たし得るように処置するものとし，他方内務
(66)

省は，所要の警察官数と志願資格• 採用要領の大要を，都道府県に通達することになった。
(67)

以上の経緯を経て，24日の閣議決定r警察力整備拡充要綱」が出されたのである。 同 要 綱 は 「今

後ニ‘於ヶル治安維持ノ重要性ト警察ノ責務ノ重大性トニ鑑ミ此ノ際警察力ヲ画期的二整備拡充シ以

テ国内治安ノ完璧ヲ期セントス」 る基本方針の下に，警察官の官員を2 倍に拡大すろこと，警備隊

の設置，警防団等警察補助機構の強化等を列挙している。 さ ら に 「幹部充実ノ為各方面ヨリ有能ナ

士ヲ登用シ得ル如ク採用制度ヲ改正スルモノトス」 としていた。「有能ナ士 _1がどこから現われ，

何のために警官となるかはすでに行論中に明らかであろう。叙 野 言 士 夫 「特高警察体制史」 は，敗
(68)

戦直後における警官募集の実例を拳げている。 また同氏は9 月 7 日に軍と内務省が協議し立てた
(69)

r『実質的に軍を温存し，将来の再建の基盤とすることを意味した』」軍人の優先採用計画の存在に 

触れているが，それはすでに陸軍において， 8 月17日頃より考慮され始めていたことだったのであ

(65)

る。

表10-1ほ時憲兵隊指揮系統図

各軍管区司令官（編成） 臨時憲兵大隊（兵力，約1,000)

所在地憲兵隊最高指揮官 (長，中 • 少佐）

臨時憲兵隊本部(ft) - 中隊
(長，中 • 大佐，参謀他部員若干）

(注） 6大都市及び大隊2 ヶ以上を有する府県に設置。

表10-2武 力  一 K

1憲 兵 大 隊 • （重)機関統X 4 軽機関統X1 0 擲弾筒X2

• 個人武装, 学統Cなけれぱ小統)，軍 刀 （なければ鏡剣） 
• 通信器材，自動車（適宜）
• 火砲，戦車，手植弾は保有せず

(資料） 「臨時憲兵隊強化要領ノ件」より。

注 （65) 2 A — 3 . No. 89.

( 6 6 ) 志望者は，所属部隊が当時所管した道府県〔または警視庁）を志望するものとされた。 また皇居整察官要ま50名ぱ, 

近衛師団から採用することとしている。〔同上資料）
(67) 2 A — 3 .  No.1 2 6 本要綱については，すでに前掲狡野* ,  421頁がふれている。参照されたい。

( 6 8 ) 同 上 获 野 422頁。
( 6 9 ) 同上書よりの再引用，421頁。原出典は『戦後自治史』VI, 3 m 。
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最後に憲兵隊の強化について触れておく。 8 月22日，「本士特二軍隊ノ撤収又ハ復員後ニ於ケル
(70)

治安警備強化ノ為」 に臨時憲兵隊の強化が通達された。 その編成と武装については表10を参照され 

たい。

「三田学会雑誌」78巻 2 号 （1985年6 月）

皿 結 び に か え て

敗戦時における日本政府の最大の関心は，国内の統合を維持することであった。 それを実現する 

ために，一方では直接的に治安を強化し，他方では国民生活を確保するために，軍需生産の民需へ 

の転換および経済復興を意図したのである。 しかし，後者の課題を担った軍需物資の放出は，物資 

の募奪に結果していき，政府の意図は実現できなかった。 また陸軍は，軍の実質的な残置と保全を 

意図して，様々な措置あるいは構想を検討.した。復與機関設立問題，警察力強化問題のいずれにも， 

民 生 安 定 • 治安確保といった政府の政策を，軍の実質的残置に利用しようとする陸軍の意図がみて 

とれる。 しかし陸軍の対JtSは， ことに民生安定に関しては場当り的な問題提起に終始した。 また治 

安確保のカギを握るとみられた「軍秩」維持についても，失業対策等長期にわたる政策的課題と結 

合した点については，何等展望を持ち得なかった。

日本政府は， 8 月後半期を治安強化に依拠しつつ乗り切ることができたが，それ以上の長期にわ 

たる政策的展望は持ち得なかった。連合国軍の進駐は，天皇制が残置される限りでは，むしろ彼ら 

の望むところだったかもしれないのである。

(慶應義塾大学大学院経済学研究科研究生）

法 (70) 2 A — 1 . No. 8.
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